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Guesthouses and hostels are becoming increasingly common in Japan. However, this social trend has never been studied on the 

basis of a scientific investigation. In this study, we conducted a questionnaire survey. The survey results reveal the elements of 

the guesthouse managers' motives for opening. This paper suggests two points regarding the background of the increase in 

guesthouses in Japan：（1） the increase in foreign tourists visiting Japan has increased the need for accommodations, and （2） the 

domestic accommodation system faces challenges and growing dissatisfaction.

１．はじめに

1-1．研究の目的と背景

　本稿の目的は、ゲストハウスやバック

パッカーズホステルと呼ばれる比較的低

廉な宿（以下、まとめてゲストハウスと

略記する）が、どのような社会背景の下

で台頭しつつあるのかという点について

考察することである。具体的な分析対象

は、2012年に実施した質問紙調査内のゲ

ストハウスの開業動機に関する自由記述

内容である。

　近年、ゲストハウスは、低廉な宿や一

人旅で利用しやすい宿、旅先で暮らすよ

うに泊まれる宿として注目を浴びてい

る。例えば、アリカ（2013）は京都市内

にあるゲストハウスを50軒以上紹介して

いる。そのなかで、ゲストハウスの魅力

は「宿泊客同士のコミュニケーション」

や「旅の情報交換」、「アットホームな雰

囲気」という点であると紹介している。

また、リクルートライフスタイル（2013）

は、ゲストハウスの魅力は宿泊費が安く

抑えられるという金銭面以外に、その場

所に様々な国や立場の人が集うことで、

「いつもと違う出会い」や「人とのふれ合

い」が享受できる面にあるという。さら

に、ゲストハウスが旅行者に限らず、住

民同士や旅行者と住民とのコミュニケー

ションの場として機能しているとする報

道もある１。

　ゲストハウスに関する現象を分析する

ことは、宿の根源的な機能の１つである

交流機能のあり方を検討する上で示唆に

富むと考えられる。例えば大野（2013）

は、ホテルや旅館の大規模化・機能単一

化が進んだことによって、現代では小規

模な民宿やゲストハウスでしか、面識の

ない者同士のコミュニケーションがみら

れないと述べている。しかし、次節で示

すとおり、ゲストハウスを事例とした既

往研究は限られている。

　なお、筆者は、この時代にゲストハウ

スが出現しているという現象の社会背景

について考察することは、宿の現代的意

義や現代におけるツーリズムの価値を検

討する上で、新たな知見をもたらすと考

えている。

1-2．既往研究と本稿の位置づけ

　まず、本稿に類似する既往研究として

石川（2013）がある。それは数人のゲス

トハウス事業者に対するヒアリング調査

の結果から、ゲストハウス開業動機につ

いて考察したものである。ただし、ヒア

リング対象が少数であることや地域性に

偏りがあることから、そこでの結論を一

般化するには至っていない。

　次に、松村（2009）と下口（2011）お

よび石川（2012）がある。松村（2009）

は、一般的に「ドヤ街」と呼ばれている

地域とそこで営業する簡易宿所ならびに

その他の地域資源等を活用し、「国際ゲス

トハウス地域」の創出に取り組むことで、

当該地域の再生・振興のあり方を検討し

ている。しかし、本稿で取り上げるゲス

トハウスは近年開業されたものであり、

松村が扱う事例とは歴史的経緯や地域性

の面で異なる点が多い。下口（2011）や

石川（2012）は、地方都市に立地する比

較的小規模なゲストハウスでの参与観察

を通じて、経営者の開業動機やそこでみ

られる旅行者同士のコミュニケーション

の実態を明らかにしている。しかしなが

ら、個別の事例研究に終始している側面

がある。

　また、比較的小規模な宿泊施設や低廉

宿泊施設に関する既往研究としては、戦

後から1980年代に急増した民宿やペンシ

ョンの実態に関する調査報告（佐野ら、

1995, 中小企業庁小規模企業部サービス

業振興室、1983）やユースホステルの教

育運動的側面に着目しながらその変遷と

今後の可能性について言及している研究

（桧山、2007）がある。こうした既往研究

で指摘されている民宿等の台頭の背景

は、本稿を進めるにあたって比較材料と

なる。また、宿の交流機能について論じ

国内におけるゲストハウス台頭の社会背景に関する考察
－質問紙調査を基に－
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ている既往研究として、毛谷村（2006）

や内田（2009）がある。これらの研究で

は、宿が情報交換や文化伝達の場、交流

の場として成立している点が指摘されて

おり、本稿を進める上で参考となる。

　本稿は、これらの既往研究と問題・関

心を一部共有しつつも、近年のゲストハ

ウスが、どういった社会背景や観光動向

の下で出現してきたのかという点につい

て考察するものであり、国内のツーリズ

ム研究における萌芽的な研究と位置づけ

られよう。

２．調査の概要と限界

2-1．調査方法と手順

　前述した通り、本稿では2012年に実施

した質問紙調査の結果から、ゲストハウ

スの開業動機に関する自由記述内容につ

いて分析する。調査の概要は表１の通り

である。

　調査を実施するにあたって課題となる

のは、調査対象のゲストハウスをどのよ

うに抽出するかという点である。筆者が

管見した限り、これまでにゲストハウス

を対象とする全国的な統計調査は実施さ

れていない２。また、ゲストハウス協会の

ような体系立った組織や団体も見当たら

ない。加えて、旅館業法上の４つの種別

（ホテル営業・旅館営業・簡易宿所営業・

下宿営業）からゲストハウスという形態

を特定することは困難である３。

　また、宿泊施設側は、施設の特徴や魅

力を端的に利用者側に伝えられるような

それ相応の名称を付けている。民宿やペ

ンションと冠した施設から、人びとはある

一定のイメージを連想するように、ゲスト

ハウスと謳う宿泊施設にも人びとのあい

だで共有されているイメージがあると考

えられる。そこで、本調査対象を抽出す

るにあたり、当該施設がゲストハウスで

あると明確に称している点を重視した。

　調査対象を抽出した手順は次の通りで

ある。まず、世界最大級の比較的低廉な

宿泊施設予約サイト「Hostel World」の

中から、Home ＞ Asia Hostels ＞ Japan 

Hostels ＞ Cities in Japan の順で絞り込

み、各Cityに登録されている39のHostels

を抽出した（2012年５月16日調査）。ま

た、国内の宿泊施設の公式ホームページ

リンク集サイト「旅行と宿のクリップ」

内の宿泊施設タイプ「民宿／ゲストハウ

ス」に登録されている全2,627軒の中か

ら、各宿の公式ホームページのトップ

ページに「ゲストハウス」又は「バック

パッカーズホステル」が表記されている

宿泊施設を抽出した（2012年５月15日調

査）４。以上の手順によって、１都１道２

府37県に立地する計353軒のゲストハウ

スが抽出された。

2-2．調査の限界

　この調査は、国内におけるゲストハウ

スの実態把握を試みた萌芽的・先駆的な

調査であるがゆえに、以下の点で限界が

ある。第一に、調査対象はゲストハウス

と謳い且つ特定のウェブサイトに掲載さ

れている宿泊施設に限定されている点で

ある５。第二に、現在営業しているゲスト

ハウスの調査結果しか得られていない点

である。第三に、調査によって得られた

結果は限られた範囲から抽出されたもの

であるという点である。これらの点を踏

まえると、本稿で導かれる結論は、国内

におけるゲストハウス台頭の社会背景の

一側面を明らかにするに留まるという限

界を有している。この点を解決するため

には、今後さらなる調査や議論が求めら

れよう。

　また、調査対象を抽出するにあたって

は、上述した２つのウェブサイトを用い

た。この理由として、現時点では国や自

治体、あるいは企業等によるゲストハウ

スを対象とした調査がほとんど見当たら

ない点、各保健所が管理している宿泊施

設一覧等を用いてもゲストハウスの分布

や実数等の情報は入手困難である点が挙

げられる。こうした現状下では、公的な

統計資料よりも、インターネット上の予

約仲介サイトやリンクサイトのほうがゲ

ストハウスに関する情報が相対的に充実

しており、網羅的であると推察される。

ゆえに、本調査ではウェブサイトを対象

に、調査対象を選定することとした。な

お、この調査方法は、現時点では妥当で

あると判断されるが、今後はさらなる改

善が必要であると考える。

３．調査結果

3-1．ゲストハウスの実態と特徴

　まず、今回の調査で明らかになったゲ

ストハウスの実態と特徴を示しておきた

い（表２参照）。表２から、ゲストハウス

の特徴として、2000年代に入りその数を

増やしている可能性が高いこと、空き家

等を改修・改築したものが相対的に多い

こと、相部屋を設けていること、基本的

に素泊まりでありその宿泊費も比較的低

廉であること等が指摘できる。

　このような特徴を有するゲストハウス

が、2000年頃から増加傾向にあるのはな

ぜか。戦後から1980年代にかけて民宿や

ペンションが急増した背景に、旅行の大

衆化やスキー等の新たなレジャーの普及

に伴う農山漁村地域・リゾート地で宿泊

施設の需要の高まりという要因があった

ように、ゲストハウスにもそうした経済

的・社会的要因があると考えられる。そ

こで次節では、ゲストハウスの開業動機・

調査方法 質問紙調査（郵送による配布・回収）
調査期間 2012年５月26日～７月５日
配  布  先 ゲストハウス（353軒）

回収率
28.9％（102票）、本稿では、宿泊施設形態に関する問いに対して、ゲストハ
ウスであると回答した100票を分析対象とした。

主　　な
調査項目

開業年、旅館業法上の営業許可区分、宿泊施設形態、経営体、年間延べ宿泊
者数・年間稼働率、施設所在地、建物様式、土地所有者・物件所有者・経営
者・運営者の関係、延べ床面積、客室数、相部屋・共有スペースの有無、宿
泊料金、食事サービスの有無、予約ツール、宿泊者の年齢層・旅行形態、外
国人旅行者の利用状況、開業動機、開業場所選択理由、記入者属性

表１　質問紙調査の概要
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理由に関する調査結果を整理したい。

3-2．ゲストハウス開業動機の構成要素

　質問紙調査では、ゲストハウスの開業

理由・開業動機に関する自由記述欄を設

けた。本節では、その記述内容について

分析した結果を示す。なお、100票中26票

が無記入、１票が読解不能だった。

　ゲストハウスを開業した理由・動機は

２つの構成要素に大別することができた

（図１参照）。それは、社会的理由と個人

的理由である。後者はさらに５つの構成

要素に分けることができた。それは、「経

済・生活」、「観光経験」、「場づくり」、「ま

ち・文化に対する愛着」、「その他」の５

つである。以下では、これらの構成要素

について、具体的な記述内容の例６を挙げ

ながら整理する。

　初めに、ゲストハウスの開業理由・開

業動機の社会的理由についてである。こ

れは「市場・需要」とも換言でき、具体

的な例としては、「日本には低料金の宿、

相部屋を中心とした宿があまり無かった

から」や「この地域には一人旅の人が気

軽に使える宿が少なかったから」、「外国

人用のゲストハウスが無かったため」、

「海外からの旅行者に宿を安価で提供す

るため」という意見が挙げられる。

　次に、ゲストハウスの開業理由・開業

動機の個人的理由についてである。個人

的理由のなかでも「経済・生活」に該当

する例として、「賃貸経営に行き詰ったか

ら」や「生活の糧を得るため」、「本業で

の赤字を補うために空き家を活用する手

段として」という現金収入・利益獲得を

目的としている場合と、「子どもと一緒に

いたいから」や「自分の時間がつくりや

すいから」、「定年後の第二の人生を豊か

に暮らしたいから」という個人のライフ

スタイルを重視している場合があった。

　２つ目の「観光経験」では、バックパ

ッカーという具体的な旅行形態を挙げた

上で、ゲストハウスの開業理由を述べる

という回答がみられた。それは、「バック

パッカーとして世界中を回っていたか

ら」や「自分自身がバックパッカーだっ

たので」というものである。また、「旅行

先でゲストハウスを利用し、面白味を感

じたから」や「宿での交流が好きで良く

旅行に出かけていたから」、「ゲストハウ

スが好きだから」というゲストハウスに

対する愛着やその場所の雰囲気が魅力的

であることが開業につながったとする意

見もみられた。さらに、「旅が好きだか

ら」や「旅行が好きだから」という意見

もあった。

　３つ目の「場づくり」に該当する例で

は、「地方の魅力を紹介できる場所をつく

ってみたいと思って」や「観光ガイドブ

ックには載っていないローカルな情報発

信の拠点をつくりたかったから」という

意見があった。また、「“人と人が繋がる

場所”、“人が集まる場所”をつくりたい」

や「人と人とが出会い、心を通い合わせ

る場をつくりたかった」、「様々な人が集

う空間をつくりたかった」という意見も

確認できた。

　４つ目の「まち・文化に対する愛着」

では、「奈良の文化や歴史的財産、風土が

大好きだから」や「北海道の土地の魅力

に惹かれて」、「宿を開業することで、第

二のふるさとであるこの村のことを知っ

てもらいたいと思ったから」という意見

があった。５つ目の「その他」の例とし

ては、「友人にゲストハウス開業を勧めら

れたから」や「宿泊業に興味があったの

で」等がある。

　なお、「場づくり」に関しては、個人的

理由だけでなく社会的理由にも該当する

と考えることができる。なぜなら、地域

あるいは日本の社会には、人との出会い

の場やコミュニケーションの場、あるい

は多機能な空間が十分ではないと考え、

それを創出するための手段としてゲスト

ハウス経営が選択されているとも考えら

れるからである。この点については、さ

ａ）ゲストハウスの開業時期
　・�1999年以前に開業したゲストハウスはいくつか確認されるが、2000年以降の開業が目立つ。
　・とりわけ全国的には2000年代後半以降の開業が比較的多く認められる。
ｂ）ゲストハウスの所有・経営パターン
　・�ゲストハウスは、土地等の所有者と宿泊業の経運営者が同一の「所有・経営一体型ゲス

トハウス」と、物件所有者と経営者等が異なる「賃貸物件型ゲストハウス」の２つに大
別される。

ｃ）ゲストハウスのハード面
　・�大半のゲストハウスは、200m2以下、平均最大収容人数20名前後の小規模宿泊施設である。
　・�ゲストハウスの建物は、空き家（戸建）や空き住戸を改修・改築したものが全体の４割

を占めている一方で、新築や既存の自宅を改修・改築したというゲストハウスはそれぞ
れ１割前後と少ない。

　・�「ドミトリー」と呼ばれる相部屋制度ないし相部屋がある。
　・�宿泊者同士が情報交換したりおしゃべりしたりできるような共有スペースが設けられて

いる。
ｄ）ゲストハウスのソフト・サービス面
　・�素泊まりが基本である。宿泊料金の相場は大人１人１泊2,500～3,000円であるが、なか

には1,000円以下や5,000円以上のゲストハウスもある。
　・利用者の中核は20～30歳代の若年層である。
　・�利用者の旅行形態は、１人あるいは２～４人といった少人数グループであり、団体客中

心で運営されているゲストハウスは確認されなかった。
　・外国人旅行者の利用も確認できた。

※山村・石川（2013）の表５を一部加筆・修正した。

表２　国内ゲストハウスの実態と特徴

図１　ゲストハウス開業動機の構成要素

※筆者作成
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らなる分析をし、考察を深める必要があ

るため、今後の課題としたい。

４．国内におけるゲストハウス開業の社

会背景

　本章では、前章で抽出された６つのゲ

ストハウス開業動機の構成要素のなかで

も、特に「市場・需要」に限定した上で

ゲストハウス台頭の社会背景について考

察する。具体的には、訪日外国人旅行者

の増加とそれに伴う多様な宿泊形態の必

要性という点に着目する。

　なお、本稿が「市場・需要」に絞って

考察を行なう理由は次の点にある。第一

に、「市場・需要」以外の構成要素は、個

人の社会的背景や経験、価値観等との関

わりが深く、今回の質問紙調査の自由記

述内容だけでは十分な考察ができないと

判断されるためである。第二に、一方で

「市場・需要」は、日本の社会や観光動向

との関係が明白であり、社会的事実と本

稿の調査結果を合わせることで客観的な

考察ができると考えられるからである。

　2003年のビジット・ジャパン・キャン

ペーン開始以降、日本の訪日外国人旅行

者数はほぼ右肩上がりで推移している７。

日本政府観光局（2010）が2010年２～10

月に実施した「JNTO 訪日外客訪問地調

査2010」によれば、訪日外国人旅行者の

約６割が個人旅行であること、彼／彼女

らは主に欧米豪からの旅行者であること

が明らかになっている。こうした現状の

下、今後はアジアからの訪日外国人旅行

者の個人旅行の増加が見込まれている

（相澤、2013）。加えて、個人旅行ととも

に訪日外国人旅行者のリピーターが増加

することで、いわゆるゴールデンルート

以外の地方を訪れる旅行者が増大する可

能性も指摘されている。

　訪日外国人旅行者の増加やその主要都

市・観光地以外への面的な広がりは、日

本各地における訪日外国人旅行者の受け

入れの環境整備の必要性を高めている８。

また松村・濱中（2008）は、「インバウン

ド・ツーリズムの成立」には、地域側に

多様な属性の旅行者の「生存空間」が存

在しているかどうかが重要であると主張

している。

　こうした社会的状況の中で、ゲストハウ

スの開業が2000年以降に目立ち始めてい

る点、開業理由として「外国人用のゲスト

ハウスが無かったため」や「海外からの旅

行者に宿を安価で提供するため」といった

意見が挙げられている点は示唆的である。

なぜならば、ゲストハウスは訪日外国人旅

行者の増加ないしそれに伴う宿泊需要の

高まりと軌を一にしてその数を増やして

きたと考えられるからである。

　一方で、「日本には低料金の宿、相部屋

を中心とした宿があまり無かったから」

や「この地域には一人旅の人が気軽に使

える宿が少なかったから」という意見か

ら次の点が示唆される。それは、日本の

宿泊施設形態の選択肢の少なさという点

である。具体的には、日本国内における

一人旅がゆるやかに増加９しているなか

で、低廉宿泊施設の少なさや１名利用時

の宿泊不可または２名分の宿泊費の請求

といった日本の宿泊システムが抱える課

題があると考えられる10。また、海外では

一般的な宿泊施設形態として認知されて

いるゲストハウスが、日本国内ではあま

り知られていない点や相対的にゲストハ

ウスそのものの軒数が少ないと考えられ

る点も、ゲストハウスの開業がここ数年

の間で目立ち始めている要因の一つとし

て指摘できよう。

５．おわりに

　本稿では、2012年に実施した質問紙調

査を基に、ゲストハウスがどのような社

会背景の下で台頭しつつあるのかという

点について考察を行った。そしてそれに

ついて検討する上で、ゲストハウス開業

動機に着目した。本稿で導き出されたゲ

ストハウス開業動機の構成要素は６つあ

る。それは、社会的理由として「市場・

需要」、個人的理由として、「経済・生活」、

「観光経験」、「場づくり」、「まち・文化に

対する愛着」、「その他」である。本稿で

は、これらのなかでも特に「市場・需要」

に限定し、そこからゲストハウス台頭の

社会背景について考察を行った。その結

果として、ゲストハウスは、訪日外国人

旅行者の増加ないしそれに伴う宿泊需要

の高まりという点と日本の宿泊施設形態

の選択肢の少なさという点が、ゲストハ

ウス台頭の背景として関係している可能

性があることを指摘した。

　本研究の今後の課題として、次の４点

を挙げておきたい。第一に、ゲストハウ

ス台頭の背景となっている要因は上記以

外にも複数あると考えられるため、その

分析及び考察が必要である。第二に、現

時点では、訪日外国人旅行者の増加とゲ

ストハウス数増加の因果関係を裏付ける

データ及び資料を入手できていない。そ

のため、両者に因果関係があると断定す

るまでには至っていない。この点につい

ては、複数のゲストハウスの協力を得て、

施設利用者の外国人の割合の経年変化等

を把握する作業が必要になると考えてい

る。第三に、本稿で得られた結論は限定

的なものである。今後は、本稿の課題を

踏まえたさらなる調査が求められる。第

四に、本稿では詳細な分析をするまで至

らなかったゲストハウス開業動機の構成

要素の個人的理由に関する考察を進展さ

せる必要がある。

付記

　指導教員である北海道大学観光学高等

研究センターの山村高淑先生の日頃のご

指導に感謝申し上げます。また、本調査

は一般財団法人北海道開発協会の平成24

年度研究助成を受けて実施したものであ

り、多くのゲストハウス関係者にご協力

いただきました。心より感謝申し上げま

す。
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注

１  �例えば、毎日新聞（2009）や日経流通

新聞（2013）。
２  �筆者が管見した限りでは、沖縄県が実

施する「宿泊施設実態調査」は宿泊施

設のカテゴリーの１つに「ドミトリー・

ゲストハウス」を設けており、他の民

宿やペンション、ホテル、ユースホス

テル等と区別された上で実態把握が行

われている。詳しくは、沖縄県文化観

光スポーツ部観光政策課（2013）を参

照されたい。
３  �寺前（2005）によれば、ある宿泊施設が

旅館業法上の「ホテル営業」や「旅館

営業」の許可を有していても、民宿やペ

ンションと名乗ることができる。つま

り、旅館業法上の種別と一般的な名称と

は一致しないことがある。したがって、

業法上の種別からゲストハウスを抽出

することは困難だと判断される。
４  �なお、それらが明記されていない又は確

認できなかった施設、「民宿」等と「ゲ

ストハウス」を併記している施設、㈶日

本ユースホステル協会に加盟している

施設、民宿の英訳として「Guesthouse」

を用いていると読み取れる施設、宿泊施

設と月貸しの賃貸物件との見極めが困

難な施設については対象外とした。ま

た、2,627軒のうち、「旅行と宿のクリッ

プ」上で「民宿」「B&B」「ペンション」

「保養所」という用語が確認できた宿泊

施設は、各施設の公式ホームページは

確認せず、対象外とした。
５  �ただし、本稿では調査対象の偏りを出来

る限り少なくするため、登録料が有料・

無料の２つのウェブサイトを対象とし

た。具体的には、「Hostel World」への

情報掲載は有料であり、宿泊施設側に

掲載の意志がない限り当該サイトに施

設情報が載ることはない。一方の「旅行

と旅のクリップ」は情報掲載は無料であ

り、誰でも自由に宿泊施設情報を載せら

れる集合知的なサイトである。
６  �これらの例は、筆者によって一部加筆・

修正が行われている。
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７  �日本政府観光局の「年別訪日外客数・

出国日本人数の推移」による。
８  �この点については、平成24年３月30日

に閣議決定された「観光立国推進基本

計画」で触れられている。
９  �「じゃらん宿泊旅行調査2013」によれ

ば、調査開始（2004年度）以来８年連

続で宿泊旅行の同行形態を「一人旅」

と回答する割合が増えている（じゃら

んリサーチセンター、2013）。
10  �ただし、こうした宿泊システムの特徴

は、わが国の旅文化や旅行形態ととも

に発展してきたものであるため、その

全てを改変する必要はないと筆者は考

える。

【本稿は所定の査読制度による審査を経たものである。】




